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日化協　第2回 「日中化学官民対話」に参加



（社）日本化学工業協会

　日本化学工業協会（略称「日化協」、会長：中西宏幸 三井化学社長）は、経済産業省と中国政府商務部との協力により、本日、都内のホテルで開催される「日中化学官民対話」の第2回会合に参加し、現在、日中間の化学産業における最大の課題である中国の化学品に対するダンピング問題をはじめ、環境問題に関する日本から中国への技術移転の問題、中国との技術交流や中国からの投資要請などについて対話を重ね、相互理解を深めることとしています。
「日中化学官民対話」は日中間の化学品貿易・投資関係を円滑に進め、両国の化学産業の健全な発展を目指すことを目的として、両国政府が設置した官民合同対話の場で、第1回会合は2002年5月27日に北京で開催されました。





今回の中国側参加者は、商務部外貿司の李建勲処長をリーダーとして、国家発展改革委員会経済運行局の周伴学処長、中国石油・化学工業協会の楊偉才副秘書長、SINOPEC（中国石油化工総公司）、CNPC（中国石油天然ガス集団公司）の幹部ら計２０人。日本側は、経済産業省製造産業局の眞鍋隆化学課長をリーダーとして、日化協の日中化学産業交流連絡会・田代EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(まどか),圓)世話人（東ソー会長）ら計５０人が参加の予定です。

現在、日中間の化学品取引については、中国のめざましい経済発展を背景に、中国向けの輸出や直接投資は順調に拡大していますが、その一方で、2001年12月に中国がWTOに加盟し、国際的な通商ルールの枠組みに入ったことから、日本からの輸出品に対する中国政府のアンチダンピング調査が多発しています。具体的には、合成繊維などの原料であるアクリル酸エステルとカプロラクタムにはクロ裁定が、また無水フタル酸（プラスチックの可塑剤原料）、SBR（タイヤ向けなどの合成ゴム）、塩化ビニール樹脂、TDI（ポリウレタンの原料）、フェノール（樹脂や農薬の基礎原料）にはクロの仮裁定がなされており、MDI（ポリウレタンの原料）とエタノールアミン（洗剤などの原料）は現在調査が進行中です。一部の化学品では、日中間の貿易に対して既に大きな実害が出始めており、情報不足に基づく乱訴が続く場合、さらに深刻な影響を与えることが懸念されています。こうしたことから、今回の日中化学官民対話では、日中間の化学品貿易が日中両国の経済発展に果たしている役割などを含め、相互の理解を深めることを目指しています。
また、第1回会合では、知的財産権や売り上げ債権回収などの問題についても取り上げましたが、今回は、日本側からは、環境問題の中からわが国のポリスチレンやPET樹脂などのプラスチック・リサイクルの現状などについて紹介し、中国側からはさまざまな技術交流の依頼や投資の要請などが行われる予定です。さらに、中国側参加者向けに、三井化学、出光石油化学、三菱化学、テクノポリマーの各社製造設備ならびにリサイクル設備などの見学も実施し、交流を深めることにしています。
　日化協は日本で事業活動を行なっている約190社の化学関係企業と約90の化学関係産業団体で構成される民間団体です。レスポンシブル･ケア活動をはじめとする環境安全問題やWTOなどの通商問題など、化学産業の健全な発展のため化学産業を取り巻くさまざまなテーマに取り組み、日本を代表してICCA（国際化学工業協会協議会）に参加するなど国際的な連携をしながら活動しています。
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